
さくらの森景観緑地管理組合規約 

 

第１章 総則  

（名称）  

第１条 本組合は、さくらの森景観緑地管理組合（以下「本組合」という。）と称す

る。  

 

（事務所）  

第２条 本組合の事務所は、第 15 条に定める理事長の住所に置く。  

 

 

第２章 目的及び事業  

（目的）  

第３条 本組合は、つくば市さくらの森Ｂ13、B14、B15、B18及びB20街区において

つくば市と地上権設定契約を締結する土地（以下「景観緑地」という。）の土地

所有権を有する者が景観緑地の整備及び維持保全その他良好なまちの景観形成に

ついて望ましい事業を協同して実施し、長期にわたって環境資産としての価値を

高めることに寄与することを目的とする。 

 

（事業）  

第４条 本組合は、前条の目的を達成するため、次に掲げる事業を実施する。  

(1) 景観緑地の整備及び維持保全に関すること  

(2) その他、本組合の目的を達成するために総会において決議された事項 

２ この規約の対象となる区域は、別図１に記載された景観緑地とする。  

 

（業務の委託）  

第５条 本組合は、理事会の提案に基づく総会の決議をもって業務の一部を他に委

託することができる。  

 

 

第３章 組合員  

（構成と資格）  

第６条 本組合の組合員（以下「組合員」という。）の資格は、第４条第２項に定

める区域に土地所有権を有する者又は土地所有権を有する者から委任を受けた者

とする。  

２ 組合員の資格は、前項に掲げる権利を他に譲渡することにより失う。譲渡によ

って当該権利を取得した者については、前項の規定に従う。 

 

 

（組合員の名簿）  
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第７条 理事長は、組合員名簿を作成し、保存する。組合員名簿には、組合員の氏

名又は名称、住所並びに第６条第１項に掲げる対象区画を記載するものとする。 

 

（会費、整備管理費及び負担金） 

第８条 組合員は、第４条第１項に定める事業の費用として、理事会の提案に基づ

く総会の決議によって定める会費及び整備管理費を本組合の指定する方法で本組

合に納入しなければならない。 

２ 本組合に設立と同時に入会する組合員（所有地が共有の場合は代表者）は、負

担金として 5,000 円を入会時に本組合の指定する方法で本組合に納入しなければ

ならない。 

３ いったん納入された会費，整備管理費及び負担金は、いかなる理由があっても

その返還を請求することができない。 

４ 本組合は、会費及び整備管理費を徴収する場合において、つくば市から振込ま

れる地代から会費及び整備管理費を相殺することができる。  

５ 組合員が会費，整備管理費及び負担金を納期までに納付しないときには、本組

合は、その未払金額について納入期限の翌日から起算して納付日までの日数に応

じ、年利 14.6％の遅延損害金を加算して請求できるものとする。  

６ 総会は、各組合員の権利の目的となる区画ごとに収支計算を行うことが合理的

である場合には、理事会の提案に基づき、当該区画単位で整備管理費の負担を定

めることができる。 

７ この規約に定める整備管理費の額は、経済情勢の変動その他やむを得ない事由

により不相当となった場合及び天災地変等で管理物件に大規模の修繕が必要と

なった場合には、総会の決議によりこれを改訂し、もしくは別に一時金を徴収す

ることができる。  

８ 会費，整備管理費及び負担金の納入に際して遅延が生じた場合には、本組合は、

その組合員に対して時効による債権放棄を防止する目的で、訴訟の提訴を含むあ

らゆる債権管理措置を行うことができる。 

 

（違反への対応）  

第９条 組合員が法令、この規約及び別に定める細則並びに総会の決議（以下「規

約等」という。）に違反した場合には、理事長は、理事会の議を経て、違反者に違

反行為の中止又は是正措置の実施を勧告することができる。  

２ 違反者が前項に定める勧告に応じないときには、理事長は、理事会の議を経て、

この規約の目的の範囲内で必要な措置を講ずることができる。 

 

（外部の協定との関係）  

第１０条 組合員は、本組合がつくば市又は近隣住民の団体との間で総会の議を経

て締結した協定については、誠実に遵守しなければならない。  
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第４章 役員  

（役員）  

第１１条 本組合に次の役員を置く。 

 (1) 理事長 １名 

 (2) 副理事長 ２名 

 (3) 会計担当理事 １名 

 (4) 監事 １名  

 

（選任等）  

第１２条 本組合の役員は、組合員のなかから総会において選任する。  

２ 役員の役職については、役員の互選とする。  

３ 監事は、理事又は本組合の職員を兼ねることができない。 

 

（役員の必要経費）  

第１３条 役員は、別に定めるところにより、役員としての活動に必要な経費の支

払を受けることができる。 

 

（任期）  

第１４条 役員の任期は２年とし、任期満了時に改選する。ただし、任期満了時に

総会において再任の決議をすることを妨げない。また、本組合の設立年度に選任

する役員の任期は、この限りではない。  

２ 役員が任期の満了又はやむを得ぬ事情によって退任する場合には、後任の役員

を選出するため総会を開催しなければならない。当該総会を経て後任の役員が選

出されるまでは、退任する役員は、組合の業務の執行に支障が生じないように引

き続きその職務を行う。 

 

（理事長）  

第１５条 理事長は本組合を代表し、総会の決議に基づき、かつ、理事会の議を経

て本組合の業務を執行する。 

 

 （副理事長） 

第１６条 副理事長は、次の業務を行う。 

(1) 理事長を補佐し、理事長に事故あるときはその業務を代行する。 

(2) 総会及び理事会の会議招集通知文及び議案書の作成と送付並びにそれらの

会議の記録を行い、出席者若しくは議決権行使書提出者又は委任状提出者の名

簿を含む議事録を作成する等の文書事務全般を行う。 

 

（理事）  

第１７条 会計担当理事は、経費の収納、保管、運用、支出等の会計業務を行う。 
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（監事）  

第１８条 監事は、本組合の財産状況及び組合業務の執行状況を監督し、その結果

を通常総会において報告する。  

２ 監事は、理事会に出席して意見を述べることができる。  

 

（顧問）  

第１９条 本組合は、その運営及び活動に関する助言及び指導を求めるために、顧

問を若干名選任することができる。  

２ 顧問は、理事会の議を経て理事長が委嘱する。  

３ 顧問の任期は、１年間とする。 

 

（事務所の設置）  

第２０条 本組合は、その運営及び活動において、その事務作業を円滑に処理する

ために事務所を設け、必要な職員を置くことができる。  

 

 

第５章 総会  

（総会の招集）  

第２１条 総会の招集は、理事長がこれを行う。  

 

（招集通知）  

第２２条 総会を招集するには、その予定日より原則として 10 日前に会議の目的た

る事項を示して各組合員に通知しなければならない。ただし、特段の事情により

総会の招集が緊急を要すると理事長が認めたときには、その期間を５日に短縮す

ることができる。  

 

（通常総会）  

第２３条 総会は、組合員全員で組織する。  

２ 通常総会は、毎年１回新会計年度開始以後２か月以内にこれを招集する。 

 

（臨時総会）  

第２４条 臨時総会は、必要のある場合に随時これを招集する。第 22 条の規定は、

次条第 1 項による場合を含めて、臨時総会の招集について準用する。  

 

（組合員による招集の請求）  

第２５条 組合員が組合員総数の５分の１以上にあたる組合員の同意を得て、会議

の目的たる事項を示して総会の招集を請求した場合には、理事長は、臨時総会を

招集しなければならない。  

２ 前項において、請求する組合員は、議題とすべき事項及びその理由を記載した

書面を理事長に提出しなければならない。  
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（出席資格）  

第２６条 組合員のほか、理事長が理事会の議を経て必要と認めた者は、招集通知

にその氏名及び出席を必要とする理由が掲げられる場合に限り総会に出席する

ことができる。  

 

（議長）  

第２７条 総会の議長は、総会で選出する。ただし、理事会は、その候補を総会に

提案することができる。 

 

（議決事項）  

第２８条 以下各号の事項は、総会の決議をもって定めなければならない。  

(1) 規約及び細則の制定、変更又は廃止 

(2) 役員の選任又は解任 

(3) 会費及び整備管理費の徴収方法及びその金額 

(4) 毎年度の収支決算、事業報告、収支予算及び事業計画  

(5) 景観緑地の整備管理計画書の作成又は変更  

(6) 本組合の事業に関する管理委託契約の締結  

(7) その他本組合の業務に関する重要事項  

 

（議決権） 

第２９条 組合員は、総会での議決において１個の議決権を有する。ただし、第６

条に掲げる権利が共有の場合には、共有者全員で１個の議決権を有し、その代表

者がそれを行使する。 

 

（議決方法）  

第３０条 総会は、議決権の総数の過半数にあたる組合員が出席し、若しくは議決

権行使書を提出し、又は議決権の行使について書面で委任した代理人が出席した

場合に有効に成立する。総会の決議は、それらの者の議決権数の過半数をもって

これを決し、可否同数の場合には議長の決するところによる。ただし、第 28 条

第１号及び総会においてその必要があると議決された事項については、全議決権

数の３分の２以上の賛成を必要とする。議長は、この場合には、自己が有する議

決権を行使してそれを賛成議決権数に算入することができる。 

２ 代理人は、代理権を証する書面（委任状）を総会の議長に提出しなければなら

ない。 

 

（議決の範囲）  

第３１条 総会においては、第 22 条及び第 25 条第１項によりあらかじめ通知した

事項についてのみ、決議することができる。  
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（総会の決議にかわる書面による合意）  

第３２条 第 28 条に定める事項について組合員全員の書面による合意があったと

きは、総会の決議があったものとみなす。  

 

（議事録）  

第３３条  総会の議事については、議事録を作成しなければならない。  

２ 議事録には、議事経過の要領及びその結果を記載し、議長のほか、議長が指名

する出席組合員２名がこれに署名押印しなければならない。  

３ 議事録は、理事長が保管し、利害関係人の請求があったときはこれを閲覧させ

なければならない。  

４ 議事録の保存期間は、この規約の対象となる区域における地上権設定契約終了

までとする。  

 

  

第６章 理事会  

（理事会）  

第３４条 理事会は、理事長、副理事長及び理事をもって構成する。  

 

（議長）  

第３５条 理事会の議長は、理事長が務める。  

 

（招集手続き）  

第３６条 理事会は、理事長が招集する。  

２ 理事会の招集については、その予定日より原則として５日前に会議の目的たる

事項を示して各理事に通知しなければならない。ただし、別段の定めがある場合

には、その限りでない。  

 

（理事による理事会招集権）  

第３７条 理事が理事総数の半数以上にあたる理事の同意を得て、理事会の招集を

請求した場合には、理事長は、速やかに理事会を招集するものとする。  

 

（議決事項）  

第３８条 理事会は、この規約に別に定めるもののほか、次の各号に掲げる事項に

ついて総会への提案をあらかじめ審議しなければならない。  

(1) 規約及び細則の制定、変更又は廃止に関する案  

(2) 会費及び整備管理費の徴収方法及びその金額に関する案  

(3) 毎年度の収支決算案、事業報告案、収支予算案及び事業計画案  

(4) 景観緑地の整備管理計画書の作成又は変更に関する案  

(5) その他の総会提出議案 

 (6) 総会から付託された事項 
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（議決方法）  

第３９条 理事会の決議は、理事の過半数以上が出席し、その議決権の過半数をも

ってこれを決議する。  

 

（議事録）  

第４０条 理事会の議事録については、第 33 条の規定を準用する。  

 

（書面での決議）  

第４１条 やむを得ない理由のため理事会に出席できない理事は、あらかじめ通知

された事項について書面をもって表決することができる。  

２ 前項の規定により表決した理事は、理事会に出席したものとみなす。 

 

（部会）  

第４２条 本組合の事業活動を円滑にするため、又は緊急課題の解決を図るため、

理事会の議決を経て、下部組織として部会を設けることができる。  

２ 部会の組織及び運営に関する必要な事項は、理事会の議を経て総会で定める。  

 

 

第７章 会計  

（経費）  

第４３条 本組合の経費は、第８条に定める会費、整備管理費及び負担金の収入を

もってこれにあてる。  

 

（経費の支弁）  

第４４条 本組合の財産管理、経費の支弁その他会計に関する一切の事項は、理事

会の議を経て理事長の責任において行う。 会計担当理事は理事会に対して、また

監事は総会に対して計算書類に基づいて報告しなければならない。 

２ 本組合は、組合員から預託された会費、整備管理費及び負担金を安全かつ適切

な方法で運用するものとする。  

 

（会計年度）  

第４５条 会計年度は、毎年４月１日から翌年３月 31 日までとする。  

 

（消滅時の財産の清算）  

第４６条 本組合が消滅する場合には、その残余財産は、法令の規定を順守した上

で、議決権の割合に応じて、解散決議時の組合員に帰属するものとする。 ただ

し、第８条第５項の定めに従って区画単位で整備管理費の負担を定めた場合には、

その事情を考慮して帰属を定めなければならない。 
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（帳票類の作成等）  

第４７条 理事長は、会計帳簿、什器備品台帳、組合員名簿その他の帳票類を作成

して保管し、組合員から理由を付した書面による請求があったときには、これら

を閲覧させるものとする。  

 

（収支予算等）  

第４８条 理事長は、収支予算案及び事業計画案について、通常総会の承認を得な

ければならない。  

２ 理事長は、毎会計年度当初から収支予算案について通常総会の承認を得るまで

の間に、第４条に定める業務の遂行のために要する必要最小限の費用に限り理事

会の議を経て支出することができる。  

３ 収支予算を変更しようとするときには、理事長は、その案を臨時総会に提出し、

その承認を得るものとする。  

 

（収支決算等及び監査）  

第４９条 理事長は、毎会計年度の収支決算案及び事業報告案を、監事の会計監査

を経て、通常総会に報告し、その承認を得るものとする。  

 

（金融機関取引口座の開設）  

第５０条 本組合は、会計業務を遂行するため、本組合の預金口座を開設するもの

とする。  

 

（会計の過不足）  

第５１条 収支決算の結果、会計にその余剰を生じた場合には、その余剰金を翌年

度に繰り越す。また、会計に不足が生じた場合には、理事長は、総会の決議を経

て、その都度必要な金額の負担を組合員に求めることができる。  

 

 

第８章 雑則  

（細 則）  

第５２条 本組合の業務運営について必要な細則は、理事会の提案に基づき総会の

決議によって定めることができる。  

 

（規約外事項）  

第５３条 規約等に定めのない事項については、法令の規定に従い、総会の決議に

よって定める。  

 

（規約の保管・閲覧）  

第５４条 この規約の原本は、理事長が保管し、利害関係人から請求があったときは

これを閲覧させなければならない。  
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（留意事項）  

第５５条 理事長は、業務の遂行にあたり、組合員の個人情報の取り扱いに留意する

ものとする。  

  

附 則  

この規約は、平成２９年８月６日から施行する。  
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別図１ さくらの森景観緑地図 

 

 

 

■景観緑地 


